
構造改革特別区域計画 

 

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

  三重県多気郡多気町 

 

２ 構造計画特別区域の名称 

  多気町ほろよい焼酎特区 

 

３ 構造改革特別区域の範囲 

  三重県多気郡多気町の全域 

 

４ 構造改革特別区域の特性 

（１）位置・地勢 

  多気町（以下「本町」という。）は、三重県のほぼ中央、伊勢平野の南端に位置し、

松阪市と伊勢市の中間にある。北部を流れる櫛田川、南部を流れる宮川に囲まれたこの

地は、伊勢本街道、和歌山別街道、熊野街道が通過する交通の要地として発展してき

た。現在でも伊勢自動道勢和多気 JCTをはじめ、JR参宮線と紀勢本線の分岐していく県

南部の交通の要衝となっている。 

 

（２）気候 

  気象状況は、平均気温 14.9℃と全般的には温暖で穏やかな気候だが、冬季には最低気

温が氷点下になる日もみられる。また、年間で平均 2,000ｍｍ前後の降水量がある。 

 

（３）人口 

  人口は、合併により新たに町政施行した平成 18年に 15,979人のピークに達して以降

は減少傾向が続いている。 

平成 27 年の国勢調査では、男性 7,275人、女性 7,603人、合計 14,878人であり、

前回調査（平成 22年）から 3.6％減少となっている。 

人口割合としては、15歳未満の若年者は 1,900 人で 12.9％であり、65歳以上の高齢

者は 4,655人で 31.6％を占め少子高齢化が進んでいる。 

 

（４）産業 

  平成 27 年の国勢調査では、本町の就業人口は、7,541 人で、前回調査（平成 22年）

と比較して 338人減少している。産業別の構成比は第 1次産業が 834人で 11.06％、第

2次産業が 2,427 人で 32.18％、第 3次産業が 4,280人で 56.76％となっている。 

また、各産業における就業人口の特色としては、第 1次産業に占める農業の割合が



97.96％、第 2次産業に占める製造業の割合が 78.37％、第 3次産業に占める卸売業・小

売業が 20.33％、医療・福祉が 22.57％、教育・学習支援業が 7.29％といった構成とな

っている。 

 

５ 構造改革特別区域計画の意義 

  本町は、古くから沢山の食べ物が採れる所として知られており、沢山の特産品があ

る。その中でも稲作（お米）を中心とした農業が盛んに行われてきた。しかし、現在で

は高齢化や後継者不足による生産農家の減少、耕作放棄による遊休農地の増大など、農

業離れが懸念されている。 

  本特例措置を活用し、地場産米を使用した焼酎製造を行うことで地域に根付く新たな

産業を創出する。焼酎製造やそれらを使用した商品づくりなどにより、地域ブランドを

育て、地場産米の需要を高めることで、生産農家の減少や遊休農地の増加などの問題解

消を図る。 

  また、本町に建設中の食と癒しをテーマとした大型複合リゾート施設内に出店され

る、地域食材を活用したレストランや飲食店、地域の特産品を集めた産直市場との相乗

効果が見込まれており、本特別区域計画の意義は極めて大きい。 

 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

  本特例措置の活用による焼酎の醸造や焼酎を活用した商品づくりに取り組み、地域に

根付く新たな産業の確立、集客拡大に資するよう、次の目標を掲げる。 

（１）「焼酎用うるち米栽培」「加工用もち米栽培」等の栽培モデル育成 

焼酎用うるち米栽培に加え、本町ではこれまで需要の少なかったもち米の栽培生産に

取り組む農業者に対して、様々なリスク低減のため、関係機関との密接な連携を図り、

生産農業者をサポートして栽培モデルとしての育成を図る。 

 

（２）もち米を含めたお米のブランド力の向上 

  うるち米は、知名度、品質ともに上昇傾向にあるが、もち米は需要の低さから生産

量、品質ともに低迷している。お米を使った焼酎醸造やもち米を使った商品づくりなど

新たな展開を行うことで、もち米についても品質向上を図り、お米全体のブランド力を

高める。 

 

（３）他産業との連携強化による地域経済への波及 

  本町に建設中の食と癒しをテーマとした大型複合リゾート施設内には地域の特産品を

集めた産直市場や、地域食材を活用したレストランや飲食店が出店される。出店先とコ

ラボレートし、地場産米を活用した商品開発を行うことで地域経済に波及効果をもたら

す。 



 

（４）交流人口の拡大 

  本町に建設中の食と癒しをテーマとした大型複合リゾート施設開業にともなう人の流

れの拡大にあわせてマーケティング活動や情報発信を行うことで交流人口を増加させ

る。 

 

（５）耕作放棄の防止と遊休農地の活用 

  高齢化や後継者不足による生産農家の減少、耕作放棄による遊休農地の増大など、農

業離れが進んでいる。お米の生産需要を高め、耕作放棄地を活用していくことで耕作放

棄地、遊休農地の減少を図る。 

 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

（１）従来の水田経営、食用米栽培に新たに「単式蒸留焼酎」が経営要素として加わるこ

とで、経営の多角化、新規就農者、新規就業者の創出につながる。 

 

【単式蒸留焼酎の製造に関する目標】 

項 目 
令和２年度

現状 

令和３年度

目標 

令和４年度

目標 

令和５年度

目標 

令和６年

度目標 

令和７年度

目標 

特定酒類製

造事業者数 
０ １ １ １ １ １ 

製造量 ０ 6,000 ㍑ 6,000 ㍑ 6,000 ㍑ 6,000 ㍑ 6,000 ㍑ 

 

（２）「特産米」、「食用米・清酒」、「レストラン・飲食店」、「焼酎」 、「販売店、イベン

ト会場」を効果的に組み合わせることで、特産米を基軸とした総合的なブランド力を

高める。 

 

（３）地域ブランドを育てることで観光産業など他産業との連携がとりやすくなることで

地域経済の波及や交流人口の拡大につながる。 

  

【観光レクリエーション入込客数に関する目標】 

項 目 
令和２年度 

（見込） 

令和３年度 

（見込） 

令和４年度 

（見込） 

令和５年度 

（見込） 

令和６年度 

（見込） 

観光レクリエーション 

入込客数（年間） 
36 万人 600 万人 600 万人 600 万人 600 万人 

 



（４）焼酎用米の栽培は、柿やイチゴ、トマトと比べ必要となる施設・機械器具等が少な

いことから新規事業者の参入や耕作放棄地・遊休農地を活用した生産拡大が期待でき

る。 

  

【耕作放棄地の解消に関する目標】 

 

 

８ 特定事業の名称 

  ７０９（７１０，７１１） 特産酒類の製造事業 

項 目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和５年度 

耕作放棄地  

面積（ｈａ） 
6.2 ha 6.2 ha  5.2 ha 4.2 ha 3.2 ha 

年間解消目標 

面積（ｈａ） 
0.0 ha 1.0 ha 1.0 ha 1.0 ha 1.0 ha 



（別紙） 

 

 

１ 特定事業の名称 

  ７０９（７１０、７１１）特産酒類の製造事業 

 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

 構造改革特別区域内において、生産された地域の特産物として指定された農産物

（米又はこれらに準ずるものとして財務省令で定めるものに限る。）を原料とした単式

蒸留焼酎を製造しようとする者 

 

３ 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

本構造改革特別区域計画の認定を受けた日 

 

４ 特定事業の内容 

（１）事業に関与する主体 

上記２に記載の者で、酒類製造免許を受けた者 

 

（２）事業が行われる区域 

  三重県多気郡多気町全域 

 

（３）事業の実施期間 

  上記２に記載の者が、酒類製造免許を受けた日以降 

 

（４）事業により実現される行為や整備される施設 

上記２に記載の者が、構造改革特別区域内において、地域の特産物として指

定された農産物（米又はこれらに準ずるものとして財務省令で定めるものに限

る。）を原料とした単式蒸留焼酎の販売を通じて地域の活性化を図るため、単式

蒸留焼酎を製造する。 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

当該規制の特例措置により、構造改革特別区域内において、地域の特産物として

指定された農産物（米又はこれらに準ずるものとして財務省令で定めるものに限る。）

を原料とした単式蒸留焼酎を単式蒸留焼酎製造業者が製造しようとする場合には、

酒類製造免許に係る最低製造数量基準（10 キロリットル）が、適用されないことにより

小規模な主体も酒類製造免許を受けることが可能になる。 



これにより農業者の経営の多角化、新たな特産品物及び地域ブランドの創出、農

業生産の拡大等地域農業の振興が図られるとともに、観光客など交流人口の拡大に

より、地域の活性化が期待される。 

 なお、当該特定事業により酒類製造免許を受けた場合も、酒税法の規定に基づき、

酒税の納税義務者として必要な申告納税や各種記帳義務が発生するとともに、税務

当局の検査や調査の対象とされる。 

 本町は、無免許製造を防止するために制度内容の広報周知に努めるとともに、特

産酒類の製造免許を受けた者が酒税法の規定に違反しないよう、指導及び支援を行

う。また、当該特定事業の実施主体の事業計画案を確認するとともに、酒税を適切に

納税できる事業計画案となるよう、必要に応じて指導する。 
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